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自治の担い手づくりをめざして自治の担い手づくりをめざして

全国市町村国際文化研修所

学長 市橋保彦
（2011年5月17日/立命館大学）



2

JIAMJIAMの取り組む人材育成の取り組む人材育成
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◇全国市町村国際文化研修所（ＪＩＡＭ）の沿革

1. 1993年（平成5年）4月に「市町村職員の国際化対応
能力を向上させるための総合的な研修機関」として、
滋賀県大津市唐崎の地に開所（開講）

2. 2003年度（平成15年度）から、広く市町村の振興に必
要な研修を総合的に実施するため、 従来の国際文化
系研修に加え、政策実務系研修の新設、議員等を対
象とした特別セミナーの充実など、研修体系を大幅に
再編

3. 2008年（平成20年）10月、（財）全国市町村研修財団
が設立され、市町村職員中央研修所（JAMP）とともに、
その事業実施機関として位置づけられる。
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研修終了者数の推移
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研修生合計 1,272 1,221 1,222 1,385 1,455 1,720 1,858 2,181 2,411 2,849 3,666 4,214 4,538 4,540 4,817 4,139 4,775

国際文化系 940 998 1,041 942 1,004 894 955 1,011 1,056 983 884 831 846 760 841 851 757

政策実務系 0 0 0 0 75 281 405 531 498 591 1,163 1,686 2,338 2,268 2,321 2,298 2,788

情報技術系 0 0 0 63 58 63 66 101 81 52 44 70 93 64

特別セミナー等 332 223 181 380 318 482 432 538 776 1,223 1,575 1,627 1,261 1,448 1,655 990 1,230
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市町村を取り巻く社会経済情勢の変化
（１） 地方への分権の進展

・地方への分権を着実に進めていくためには、市町村長や市町村議会議員に
よるガバナンスとともに、市町村職員の能力の向上が不可欠

（２） グローバル化の進展と多文化共生
・人・モノの国際間移動の活発化、地域ブランドの海外展開、地域社会を構成
する住民の多様化などグローバル化が進展する中、地域における国際化の
更なる対応が必要

（３） 多様な主体との協働による地域づくり
・社会の構成員が各々の立場で「公共」を担っていることを認識し、相互に対
等の立場で協働を進めながら地域づくりを推進すべき

（４） 行政改革の進展による自治体組織のスリム化
・職員の大量退職等により職場での知識・経験の継承機能が低下する中、市
町村では、高い能力や専門知識を兼ね備えたコアとなる人材の育成が重要
・業務のアウトソーシング化の進展により行政の質が変化している中、市町村
職員にはこれまで以上にマネジメント能力、コーディネート能力が必要

（５） 使命感の希薄化
・業務の質・量の変化や組織体制の合理化等により希薄化しつつあると言わ
れる職業人としての使命感や自信、自覚を、職員一人ひとりが再構築すること
が必要不可欠

（平成22年12月「全国的な研修機関における人材育成のあり方研究会」報告書より）
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地域主権改革の全体像地域主権改革の全体像－住民の視点から

○意義
国民が地域の住民として、自らの暮らす地域のあり方につ
いて自ら考え、主体的に行動し、その行動と選択に責任を負
うという住民主体の発想に基づいて推進

○定義
「地域主権改革」とは「日本国憲法の理念の下に、住民に
身近な行政は、地方公共団体が自主的かつ総合的に広く担
うようにするとともに、地域住民が自らの判断と責任において、
地域の諸課題に取り組むことができるようにするための改革」

○目指す国のかたち
地域主権改革は、単なる制度の改革ではなく、地域の住民
が自らの住む地域を自らの責任でつくっていくという「責任の
改革」であり、民主主義そのものの改革。住民や首長、議会
のあり方や責任も変わっている必要。
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（H22.8 総務省）
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多文化共生って？（日本で暮らす外国人が増加）
～外国人登録者数は219万人（総人口の1.71％）～

（注１） 「外国人登録者数」（左目盛り）は、各年１２月末現在の統計である。

（注２） 「総人口に占める割合」（右目盛り）は、総務省統計局の調査に基づく各年１０月１日現在の総人口（外国人も含む）を基に算出した。

平成2年=1990年
入管法改正

平成5年=1993年頃から
「多文化共生」が使われ始める

総人口に占める割合総人口に占める割合

＜総務省作成資料から＞
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全国的な研修機関が果たすべき役割
（１） 自治体研修、県レベル研修を先導する研修の実施
①企画力、協働・コーディネート力、専門性を養成する研修
・優れた政策形成能力や地域で協働を推進する能力、高度な専門性に基づく課題解決
能力等の向上を図り、市町村の中核となって新たな取組を先導することができるコア人
材を育成

②世界を意識できる人材の育成
・地域経済活性化の強化を進めていくため、国際感覚を備え、より専門的な海外に関す
る知識・情報に精通した人材を育成

（２） 全国的な交流に意義のある研修の実施
・全国レベルでの先進事例や研修ノウハウ等を収集、調査研究したうえで市町村に情報
提供
・研修実施の地域間格差を埋め合わる研修の実施、全国的な機関としてのスケールメ
リットを発揮した効率的な研修の実施、研修ノウハウの提供など各市町村の研修支援
・県レベル等の研修の実施時期との乖離を埋め合わせる時期的な補完機能
・多様な主体による地域づくりをコーディネートする総合力を備えた人材の育成

（３） 新しい公共を担う多様な人材の育成
・NPOの中間支援団体等を対象として地域づくりのリーダーの育成
・市町村職員とNPO等の関係者、或いはNPO等の関係者相互間など、全国レベルの複
層的な人材ネットワークの構築

（４） 市町村長、市町村議会議員の資質の向上
・住民福祉の向上や地域の活性化を推進していくため、地方自治を担う車の両輪として
の市町村長及市町村議会議員の資質向上のための研修を実施

（平成22年12月「全国的な研修機関における人材育成のあり方研究会」報告書より）
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地方議会の活性化地方議会の活性化
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住民の地方議会への評価
日本世論調査会（2006年12月実施）

◆地方議会の現状について
-大いに満足している 1．1％
-ある程度満足している 31．4％
-あまり満足していない 46．9％
-全く満足していない 13．6％
-どちらとも言えない、無回答 7．0％

◆満足していない理由
-議会の活動が住民に伝わらない 53．3％
-行政のチェック機能を果たしていない 33．2％
-地方議員のモラルが低い 32．5％
-議会内での取引を優先して審議が不透明 29．3％
-議会の政策立案能力が低い 18．6％
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Ⅱ.今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申（抄）
（平成21年6月16日－第29次地方制度調査会）



19



20

議会活性化に向けた取組状況
（全国町村議会議長会調査・平成22年7月1日現在）

■議会の活性化に係る制度・組織の整備

（注） １．市議会においては、49市が議会基本条例を制定済み。
（平成21年12月31日現在。全国市議会議長会調査）
２．「自治体議会改革フォーラム」調査によると、平成23年3月8日現在で、都道府県 15、政令市 4、市 94、
町 51、村 4の計168議会基本条例が制定済み。
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議会基本条例立案のタイプ

①改革先行型 －栗山町議会、三重県議会など－

従来から議会改革を実施し、多くの実績を積み重ね、それ
らの改革を基本的に条例に規定。

②条例先行型 －伊賀市議会、湯河原町議会など－

従来から重ねてきた議会改革以上に新たに進んだ改革を、
先進議会に学び条例化。

（「議会基本条例の考え方」加藤幸雄著による）
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（参考）東京財団政策研究 「地方議会改革は誰のためか」（2010年5月）より
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議会基本条例の基本理念

①議会の公正性、透明性、信頼性の確保

②議員同士の自由な討議の重視

③住民に対する説明責任の確保

④住民参加の推進

⑤議会のチェック機能の充実と政策形成、立案
能力の向上

⑥継続的な議会改革の推進
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条例制定後の取り組み

①条例制定が目的、到達点ではない。

②条例の理念実現のための議会活性化を目指
した不断の取り組みが必要
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